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さしている。なかでも 1995 年 3 月 20 日に東京都内の地下鉄で信者 5 人が
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（Federal Food and Drug Administration、以下「FDA」という。）が所
管することになっており、食用動物や卵製品についてのみ農務省の所管と
なっているにとどまる。そして、近年アメリカでテロ関連法律の中で注目













がアメリカ経済に占める地位の重要性がある。アメリカの就業人口 1 億 4
千万人のうち直接農業部門に従事する者は 220 万人にとどまるが10、食料
関連という意味では 8 人に 1 人が関連産業にかかわっており、またアメリ
カの農業生産物の 20％以上は輸出されており、アメリカ農業の輸出額は、
2006 年には 680 億ドルであったが、2007 年以降急速に増大し、2017 年に












































































































さらに、2004 年 1 月 30 日に合衆国の農業および食品システムへのテロ
リストの攻撃などの脅威からの防衛に関して、つぎのような 4 点にわたる




















調査局の報告書29 によれば、連邦議会は 1999 年からアグロ・テロに対す
26











制定であった。制定された規則により、食品輸入事業者は 2003 年 12 月
12 日以降食品がアメリカに到着する一定期間前までに、FDA に輸入を申
告しなければならないとされた。もし無申告の場合には、当該食品は輸入








































































































0 で発生した O157 による食中毒で 1000 万キログラムの冷凍牛挽肉がリ

























































イギリスの見方は、環境・食料・農村地域省（Department for Environment 
Food & Rural Affairs, Defra）の食品基準庁（Food Standards Agency）が
公表した「意図的な攻撃から食品および飲み物を保護するための指針（以
下「イギリスの指針」という。）」で示された。ここではその内容につい
て、2014 年版60 を改訂した 2017 年版によって見ていくことにする。
イギリスの指針の大きな特色は、食品のリスク評価において食の危険性
を確認するために従来用いられてきた HACCP を基礎に、それを発展させ
た「重要管理点脅威評価（Threat Assessment Critical Control Point、以
下「TACCP」という。）という手法を用いた点にある61。HAACP は、も


















































































一方、アメリカにおける食品防御の考え方は、2013 年 12 月の連邦行政








































































ク評価手段に基づくものとなっている。第 2 は監視である。第 3 は、全体
のシステムのパフォーマンスを確保するため是正措置である。第 4 は、検














































に関する指針が待たれていたところ、FDA は 2013 年に食品防御計画書の
内容となる「食品を意図的な異物混入から防止する緩和戦略（Mitigation 
Strategies to Protect Food Against Intentional Adulteration）」に関する
規則（食品防御規則）案を明らかにした。その後この規則案は、意見公募































規定に関連する手引書を刊行する」83 予定であるとし、2018 年 6 月に手引
書の草案84 を公にして意見公募の手続きを行ったが、最終案は 180 日間の
公募期間が経過後に発表されることとなっている。






















る容易さの 3 つである86。KAT の手法をとることにより、重要な特質に
関して個別に評価する場合よりもコストが削減できるとするのである。





























































































間操業停止とせざるをえず、また 2014 年 3 月の決算で製品回収関連費用
として 50 億 4200 万円の特別損失を計上することになった95。また、会社
による事件発表後のマルハニチログループ全体に対する問い合わせ件数
は、発表日後の 4 日間で 33 万 5 千件に上ったとされる96。さらに、アク
リフーズ群馬工場製品の中で回収対象となった製品パックは、事件から 4
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